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行政常任委員会 

令 和 ３ 年 ９ 月 ２ ７ 日 （ 月 ）

午 前 ９ 時 ５ ７ 分 開  会

○南委員長  おはようございます。 

 ただいまより行政常任委員会を開催いたします。 

 本日の欠席通告者は、副委員長であります内山左和子委員が所用のため欠席でご

ざいますので、御報告いたします。 

 今日の決算審査は、税務課、市民サービス課、福祉保健課の三つの課を行いたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速ですが、税務課所管の議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計

歳入歳出決算の認定についての税務課所管の説明をお願いいたします。 

○仲税務課長  税務課です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定につい

てのうち、税務課所管部分について、令和２年度尾鷲市一般会計・特別会計歳入歳

出決算書並びに税務課委員会資料を用いて御説明させていただきます。 

 その前に、税務課といたしましては、新型コロナウイルス感染症の影響が長引く

中において、頻繁に行われている法改正、税制改正にしっかりと対応しつつ、適正

かつ適法な賦課の継続、そして税負担の公平性の確保を最優先課題として、日々業

務に取り組んでおりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速、税務課に係る決算の説明に入らせていただきます。 

 まず、一般会計歳入であります。 

 決算書の１４、１５ページを御覧ください。 

 １款市税を御覧ください。１款市税は、予算現額１９億５,０９６万７,０００円

に対して、調定額２１億６６３万４,３２７円、収入済額１９億９,６７７万５,７

５０円であります。不納欠損額は２５２万４,５８３円、収入未済額は１億７３３

万３,９９４円であります。 

 税務課委員会資料の１３ページを御覧ください。 

 令和２年度市税の不納欠損額調書をお示ししております。 

 これは縦の欄が市税、各税目ごとの不納欠損について、地方税法の規定による理

由別を横の欄に、それぞれ件数と金額を取りまとめた表であります。なお、不納欠
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損に対する地方税法などの規定について、税務課資料の１６ページのほうに、その

不納欠損の後のほうに説明資料を添付しておりますので、併せて御覧いただければ

幸いかと思っております。 

 調書のほうに戻っていただきまして、調書右下の合計の欄を御覧ください。 

 令和２年度は８３件、４９名分、２５２万４,５８３円の欠損を行いました。ち

なみに、前年度、令和元年度の不納欠損額は約５７５万円でありましたので、令和

２年度の不納欠損額は、前年度と比べ約３２２万円ほど減少いたしました。減少の

要因についてでありますが、不納欠損の要件に当てはまる滞納案件そのものの件数

が減少しているわけでありますが、具体的には、表の区分のとおり、事業場の廃業

による法人の解散件数が昨年度の９件から４件と減少、額にして約２６０万円減少

したことや、時効完成件数が３２件から５２件へと増加したものの、金額としては

約３９万円減少したこと、さらには、本人死亡件数が、昨年と比較して約３分の１

の６件に減少したことが主な要因であります。 

 税務課といたしましては、税負担の公平性を確保する観点からも、安易な不納欠

損に陥らないよう、通常から滞納者に対する速やかな納税相談、指導等によって早

期納付を促し、さらには、財産調査、差押えなどの滞納処分を通じて、積極的に徴

収対策を実施しておりますが、結果として、それぞれの理由によって、やむを得ず

不納欠損としたケースが全てでございます。 

 なお、年度ごとの不納欠損件数、金額の差異につきましては、個々の滞納案件の

内容や金額が年度によってそれぞれ異なることによるものであり、そのことについ

て御理解いただきたいと思います。 

 次に、委員会資料の１ページを御覧ください。 

 通知します。 

 この資料は、令和２年度市税の決算概要として、市税の調定額、収入済額など前

年度との比較を中心に取りまとめた資料であります。 

 まず、表の１、調定額を御覧ください。 

 御覧のとおり、令和２年度の調定額は、前年度に比べ、固定資産税は増減率１％

で微増、軽自動車税が５.１％の増加、それ以外の税目は全て減額となりました。 

 合計欄を御覧ください。 

 令和２年度の市税合計調定額は、令和元年度と比較し８８３万３,５５９円、約

０.４％の減少となりました。 

 次に、表の２、収入済額を御覧ください。 
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 こちらも合計欄を御覧ください。令和２年度市税収入済額は、前年度に比べ２,

３５２万１,８１７円、約１.２％減少いたしました。 

 次に、表の３、収納率を御覧ください。 

 市税のうち収納率１００％の市たばこ税を除き、市民税以外は全て微増いたしま

したが、市民税につきましては、マイナス１.８％と大きく減少いたしました。こ

の主な要因につきましては、この後、資料を使った収納状況の報告のところで詳し

く御説明いたしますけれども、コロナウイルス感染症緊急経済対策に伴う徴収猶予

特例の影響で、特に一部、大口の法人市民税の収入が一時的に減少したためであり

ます。 

 合計の欄を御覧ください。 

 令和２年度市税の収納率は９４.８％で、前年度の９５.５％と比較して、０.

７％減少しました。 

 資料１７ページの上段の表を御覧ください。 

 これは新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、令和３年２月１日

までに納期限が到来する地方税について、感染症の影響などによって納税が困難な

方など、一定の条件の方に対して設けられた徴収猶予の特例制度についてまとめた

ものであります。 

 御覧の資料のとおり、７者の事業者の方から徴収猶予の申請が提出され、それぞ

れの税目について合計２,２６８万５,７００円、このうち県民税を除きますと、２,

２６３万２,２９９円、徴収猶予を許可いたしました。特に法人市民税につきまし

ては、大口の事業者を含む６事業者より、御覧のとおり、１,９４９万６,３００円

の徴収猶予となりました。その結果、市民税の収入済額あるいは収納率を引き下げ

る一番の要因となっております。 

 資料の下段の表を御覧ください。 

 この表の中段には、これら徴収猶予分を調定額、収納額から除き、収納率を試算

したものを掲載いたしました。御覧のように、徴収猶予の影響により収納率が約１

ポイント引き下がる結果となりました。ちなみに、この徴収猶予分を除いた収納率

を昨年度の収納率と比較した場合、若干でありますけれども、逆に０.３ポイント

ほど上回る結果であったことを表しております。 

 それでは、ここで市税の収納状況と収納関連の詳細について、課長補佐兼係長の

畑名より説明させていただきます。よろしくお願いします。 

○畑名税務課長補佐兼係長  それでは、委員会資料の１１ページを御覧ください。
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よろしいでしょうか。 

 令和２年度の三重地方税管理回収機構への移管分を除く本市自庁による差押実績

であります。 

 上から４段目の計を御覧ください。 

 御覧のとおり、預金等の差押えを１５０件執行し、４７８万５９８円を徴収して

おります。 

 次に、委員会資料１２ページを御覧ください。よろしいでしょうか。 

 上段の表は、過去からの市税の収納率の推移を表しております。令和２年度は、

コロナ禍における徴収猶予の特例制度の影響等により、令和元年度と比べ０.７ポ

イント減少しましたが、先ほど課長より説明しましたとおり、仮に徴収猶予分を除

いて考えた場合、市税の収納率は９５.８％となり、一昨年の９５.５を０.３ポイ

ント上回る結果となりました。その要因についてでありますが、昨年６月の収納率

が前年同期の収納率を上回るという現象がございました。このことにつきましては、

同時期に実施されました国による１０万円の特別定額給付金の支給が契機となり、

一時的に市民の納税意識の向上が見られたためではないかと推測をしております。 

 税務課といたしましては、コロナ禍における納税者の配慮をしながら、適正に滞

納処分の実施や回収機構の積極的活用など、滞納整理に対し、引き続き真摯に取り

組んでまいりたいと考えております。 

 次に、資料下段の表を御覧ください。 

 こちらは、市税の収入未済額の推移を表しております。滞納整理が進捗すればす

るほど金額は少なくなりますが、先ほど申し上げたとおり、コロナ禍の影響による

徴収猶予特例分の影響により、令和２年度の収入未済額は１億７３３万３,９９４

円で、前年比１,７９１万５,４６３円と大幅に増加する結果となりました。ちなみ

に、この収入済額においても、同じく徴収猶予特例分２,２６３万２,２９９円を除

いて計算しますと、実質的には８,４７０万１,６９５円となり、令和元年度の収入

未済額を下回る結果となっております。 

 しかしながら、今後の市税の収納状況の予測といたしましては、コロナウイルス

の蔓延に歯止めの利かない状況が続いており、企業収益の悪化に伴う法人市民税の

減少をはじめ、景気悪化に伴う個人収入の減少等の影響により、賦課額そのものの

減少が予想でき、これまで相当程度進捗してきた滞納整理においても、今後の市税

収入や収納率においては予断を許さない状況ではあるものの、依然として減少傾向

にあると捉えております。 
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 市税の収納状況、収納率についての説明は以上です。 

○仲税務課長  委員会資料の１ページにお戻りください。 

 下段の市税決算状況の本文のほうを御覧ください。 

 令和２年度の市税の調定額は、前年度と比較して、固定資産税と軽自動車税以外

全て減少し、市税合計で約８８３万円、率にしますと０.４％の減少となりました。 

 減少の主な理由は、市民税におきましては人口減少に伴う納税義務者数の減少。

固定資産税については、地価下落を反映して土地の評価額の減少があったものの、

大型建物の新設に加えて、主に償却資産が令和元年度より増加したため、調定額の

ほうは増加いたしました。 

 都市計画税には償却資産の評価額が含まれないため、地価下落を反映した評価額

の減少がそのまま調定額の減少につながりました。 

 また、軽自動車税は、総所有台数は減少傾向でありますけれども、平成２８年度

の税額改正による新税率、そして重課税の適用台数が増加したこと、また、令和元

年度より設けられました環境性能割の導入により調定額が増加いたしました。 

 収入済額につきましては、先ほど来、説明いたしましたが、新型コロナウイルス

の影響による徴収猶予の特例制度が設けられ、主に市民税分において約１,９５０

万円の徴収猶予を行った影響により、前年度と比較して約２,３５２万円、率にし

て１.２％の減少となりました。また、収納率につきましても、同じく徴収猶予の

影響で、前年度と比べ市民税で１.８ポイント、市税全体で０.７ポイント減少いた

しました。 

 引き続き、委員会資料の２ページを御覧ください。 

 中段の表の４のところ、市税収入済額及び構成比のほうを御覧ください。 

 市税のうち最も構成比率の高いものは市民税で４２.２％、次に固定資産税で４

１.０％となっております。これらの二つの税に都市計画税も合わせますと、市税

全体の約９割、８９％を占めております。この構成比の傾向については、従前より

ほぼ同様の比率でございます。 

 次に、委員会資料の３ページを御覧ください。 

 表の５、市税収入済額の推移のほうを御覧ください。 

 これは、過去５年間の市税収入済額の推移を表にしたものです。税目別に各年度

の収入済額と前年比を記載しております。表の一番右、オレンジ色の部分には、参

考としまして令和２年度収入済額と５年前の平成２７年度収入済額との比較をして

おります。 
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 左下のグラフを御覧ください。 

 御覧のとおり、市税収入は平成２８年度には一時的に前年度を上回ることもあり

ましたが、平成３０年度までは徐々に減少し、令和元年度においてはやや大幅に減

少しております。５年前の平成２７年度と令和２年度との比較では、約２億４,９

０５万円、率にして約１１.１％減少しております。 

 次に、資料の４ページを御覧ください。 

 こちらは、過去５年間の市税収入金額の税目別の推移をグラフと表にしたもので

あります。グラフの表示幅がゼロ円から１２億円と大きいため、変動が分かりづら

いところでありますけれども、平成３０年度、令和元年度の固定資産税の落ち込み

が最も大きく、平成３０年度には市民税と構成比の順位が入れ替わり、令和２年度

においてはその差が若干縮まっております。 

 資料の次の５ページを御覧ください。 

 令和２年度の市税のより詳細な収納実績表であります。こちらの資料につきまし

ては後ほど御参照いただきたいと思います。 

 あと、今度は決算書の１６ページ、１７ページを御覧いただきたいと思います。 

 こちらにつきましては、税目別のさらに詳細な市税の決算内容でありますけれど

も、先ほどの資料説明と重複しますが、説明を割愛してよろしいでしょうか。 

○南委員長  はい。 

○仲税務課長  そうしたら、決算書１８ページを御覧ください。 

 決算書の１８ページから２５ページにつきましては、税目ごとの納税義務者数な

どについて参考に掲載しております。こちらのほうも後ほど御参照をお願いいたし

ます。ちなみに、令和元年度と比較して、個人、法人合わせて１４８人、納税義務

者数が減少しております。 

 それでは、引き続き、税務課に係る歳入のうち主なものについて説明させていた

だきます。 

 決算書の３６、３７ページを御覧ください。 

 通知します。 

 ３７ページ下段の１３款使用料及び手数料、２項手数料、１目総務手数料、収入

済額７２８万９,６００円のうち税務課に係る分といたしましては、次ページにお

移りいただきまして、３９ページの右側の、備考欄の最上段記載の税務証明手数料

５４万７,６００円であります。 

 決算書５８、５９ページを御覧ください。 
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 通知します。 

 １５款県支出金、３項委託金、１目総務費委託金のうち税務課に係る部分は、２

節徴税費委託金で、予算現額２,４４９万円に対し、調定額及び収入済額は同額の

２,５７６万７,５１５円であります。この交付金は、県民税の徴収取扱経費に係る

県からの交付金であります。 

 決算書の６８、６９ページを御覧ください。 

 ２０款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目１節延滞金は、予算現額３５１

万円に対し、調定額及び収入済額は同額の４２８万４,９７７円であります。これ

は市税の延滞金でございます。 

 決算書７０、７１ページを御覧ください。 

 ２０款諸収入、５項１目雑入、１節滞納処分費は、市税滞納処分を行ったとき必

要となる各種手数料などの費用について、市が支払った部分に対する弁済収入があ

った場合を想定して費目設定しておりますけれども、令和２年度は実績がございま

せんでした。 

 次の２節総務費雑入のうち税務課に係る分につきましては、備考欄、上から九つ

目のコピー使用料９,３２０円、その下の納付書等共同印刷負担金１４３万８,４８

１円で、この納付書等共同印刷負担金につきましては、国民健康保険税及び後期高

齢者医療保険料の納付書は、市税の納付書の印刷と併せて契約していることから、

それぞれの特別会計から一般会計へ応分の負担をするものであります。 

 税務課に係る主な歳入の説明は以上でございます。 

 続きまして、歳出の説明に入りたいと思います。 

 決算書の１３４、１３５ページの中段を御覧ください。 

 通知します。 

 ２款総務費、２項徴税費、１目税務総務費につきましては、予算現額１億３,３

３５万２,０００円に対して、支出済額が１億２,５０９万６,４２３円、不用額８

２５万５,５７７円であります。この予算科目は市税の賦課業務に係る事務的経費

であります。内訳は、課税係長の苫谷から説明させていただきます。よろしくお願

いします。 

○苫谷税務課係長  それでは、税務総務費の内訳を御説明いたします。 

 １節報酬から８節旅費までの人件費等につきましては総務課説明分でございます

ので割愛させていただき、主なもののみ簡潔に御説明いたします。 

 決算書、次ページ、１３６、１３７ページを御覧ください。 
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 １０節需用費の支出済額は２３９万４７２円で、内訳は、事務用消耗品費や納税

通知書等に同封する市県民税特別徴収のしおりなどの印刷製本費であります。 

 次に、１１節役務費の支出済額は２１２万７,５８０円で、主なものは、納税通

知書等の発送に係る通信運搬費でございます。 

 １２節委託料の支出済額は２,２３３万６,４５９円で、市税の賦課業務関連の業

務委託でございます。内訳は、１３９ページ上段までの備考欄に記載のとおり、現

況地番図・家屋図移動修正等業務委託料など七つの業務委託料を支出しております。

令和元年度と比較し、令和２年度の委託料が増加した理由といたしましては、令和

３年度の評価替えに向け、令和元年度に増額して実施した土地鑑定評価業務委託料

が約４５０万円縮小したものの、令和２年度に新規に実施した山林地域地番参考図

整備業務委託分１,２１０万円が増加したことが主な原因でございます。 

 また、不用額４２２万５,５４１円につきましては、昨年度の不用額８９万４０

８円と比較して大幅に増加しております。主に契約差金並びに単価契約によるもの

について、実績が見込みを下回ったためでございます。特に山林地域地番参考図整

備業務委託におきましては、当初契約時の入札差金である不用額２７７万２,００

０円が発生いたしました。 

 １３節使用料及び賃借料の支出済額は２３１万２,４６９円で、主なものは備考

欄２、３、４段目に記載の地方税電子申告審査システム等ＡＳＰサービス利用料の

２１３万９,７２０円でございます。 

 次に、１８節負担金、補助及び交付金の支出済額は７０万３６３円で、市税の賦

課業務に関連して必要な各種協議会の会費等でございます。内容は備考欄に記載の

とおり、三重県軽自動車税等事務共同処理協議会分担金ほか、七つの負担金、会費

等を支出しております。 

 決算書、１４０、１４１ページを御覧ください。 

 ２２節償還金、利子及び割引料の支出済額は１,２４７万７５２円で、これは全

て市税過年度還付及び還付加算金でございます。また、不用額３１８万９,２４８

円につきましては、当初予算といたしましては過去の実績を基に計上しておりまし

たが、最終的な還付金額が見込みを下回ったため不用となったものでございます。

還付金額の見込み、特に法人市民税の還付につきましては、景気動向に左右される

など性質上正確な見込みを立てるのが難しく、例年ある程度の余裕を持って予算を

執行させていただいておりますことを御理解いただきたいと思います。 

 税務総務費の説明は以上でございます。 
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○仲税務課長  続きまして、２目の賦課徴収費であります。 

 賦課徴収費は、予算現額５７６万７,０００円に対して、支出済額が５０６万３,

７９５円で、不用額７０万３,２０５円であります。この予算科目は、市税の徴収

業務に係る事務経費であります。内訳につきましては、課長補佐兼収納係長の畑名

から説明いたさせます。 

○畑名税務課長補佐兼係長  それでは、賦課徴収費の内訳について御説明申し上

げます。 

 まず、１節報酬の支出済額１万９,８００円は、昨年９月２９日に開催された固

定資産評価審査委員会の委員３名に対する報酬であります。 

 次の８節旅費につきましては、預金の差押え現地調査、市外徴収時の普通旅費に

必要なものとして４万１,０００円の予算を計上しておりましたが、令和２年度に

おいて、コロナウイルスに伴う自粛の影響により長距離の出張を控えたため、予算

の支出がございませんでした。 

 次に、１０節需用費の支出済額は１００万４,３４８円で、内訳の主なものとい

たしましては、督促状兼納付書等の印刷製本費であります。 

 次に、１１節役務費の支出済額は１６１万２,４４５円で、主なものは督促状等

の送付に係る通信運搬費でございます。 

 次に、１８節負担金、補助及び交付金の支出済額は２４２万７,２０２円で、主

なものは、備考欄の三重地方税管理回収機構負担金の２４０万７,０００円であり

ます。 

 ここで、三重地方税管理回収機構の収納実績について補足説明をさせていただき

ます。 

 委員会資料の１０ページを御覧ください。 

 通知します。 

 これは、三重地方税管理回収機構実績の表であります。移管金額及び納付金額と

もに、それぞれの案件の性質上、年度ごとに増減があります。下段の棒グラフは納

付金額の推移です。三重地方税管理回収機構は、処理困難案件の徴収はもちろん、

移管予告による滞納抑止効果にも役立っております。また、職員派遣に伴う税務課

全体のスキルアップにもつながっており、引き続き回収機構を活用してまいりたい

と考えております。 

 賦課徴収費の説明は以上であります。 

○仲税務課長  税務課に係る歳出の説明は以上であります。 



－１０－ 

 続きまして、財産調書の税務課該当分について御説明させていただきます。 

 決算書の３９８、３９９ページを御覧ください。 

 下段の表、３の債権の欄を御覧ください。 

 表の２段目、市民税特別徴収翌年度徴収金につきましては、前年度末現在額８,

４７３万１,２００円、決算年度中増減額９５万８,４００円、決算年度末現在額８,

５６８万９,６００円であります。 

 この市民税特別徴収翌年度徴収金につきましては、市県民税の給与特別徴収の納

期につきまして当該年度の６月から翌年度の５月までの１２回納期でありますが、

自治体の会計年度区分の関係から、翌年度の４月、５月分については翌年度の歳入

として区分されるため、決算書財産調書においてはその分を債権として表示するも

のであります。 

 以上で一般会計歳入歳出決算の税務課所管部分の説明とさせていただきます。よ

ろしく御審議いただきたいと思います。 

○南委員長  税務課所管の歳入歳出の説明は以上でございます。 

 ただいまの説明に御質疑のある方、御発言をお願いいたします。 

○小川委員  ちょっと参考までに教えていただきたいんですけど、３９８ページ

の、先ほどの債権のことなんですけど、ほとんどこれ、公債権のほうですよね。私

債権で固定化されているやつの債権というのは、これには含まれていないんでしょ

うか。 

○仲税務課長  この中には入っておりません。 

○小川委員  私債権のほうの未収の固定になっているやつというのは、まとめて

幾らというのは税務課では分からないわけですか。 

○仲税務課長  固定といいますのは動きがないという意味でしょうか。 

（発言する者あり） 

○仲税務課長  実は債権管理対策委員会というのが事務局でありまして、額につ

いては分かっております。それで、今、私債権の収入未済額の過年度分の合計額に

つきましては２,４６９万９,９５８円と、そういうふうになっております。 

○小川委員  それと、市税の徴収猶予の分がありますよね。それって、猶予はど

れだけやったですかね。 

○仲税務課長  猶予は納期が、そこの説明欄にも書いてあるかと思うんですけれ

ども、納期終了後、１年間ということですね。 

○小川委員  猶予されるところというのは結構、会社だったら経営が結構きつい
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のかなと思うんですけど、そういうところで万が一倒産した場合に、滞納分という

のは国税から順番に取られますよね。市税は一番最後になると思うんですけど、そ

の点はどのようにお考えなのか、その点だけ。 

○仲税務課長  実は徴収猶予分につきましては、ほとんど納期が近づいているん

ですけれども、まだ来ていない部分がありますが、特に大半を占めるのが大型事業

者ということもございまして、ほぼ入ってくるであろうと。ただし、入ってこない

分の中には、徴収猶予の前から滞納されているケース等もございまして、それらに

つきましては、ちょっとなかなかこのコロナ禍の中、難しいのではないかというふ

うに考えています。先ほど委員の言われました、国税からというような部分も、こ

れはもうやむを得ないのではないかと考えております。 

○小川委員  猶予をつけるというのは国がやった施策ですから、もし市税が入ら

ない場合、国は何の補 もしてくれないんですか。そういうような話は全然ないん

ですか。 

○仲税務課長  制度的には本当に税収が激減した場合には、申請をすれば補 と

いうこともあるので、地方債の発行というか、そういった部分で補 されるんです

けれども、ただ、そこまでの程度には至っていないと判断しております。 

○南委員長  よろしいですか。 

○仲委員  先ほどの小川委員さんの関連なんですけど、市民税等、歳入について

詳しい説明をいただいたんですけど、感染症による特例制度で徴収猶予、１年間で

すね、金額が大きくなればなるほど、本来もらっておった利息がつくという中で、

あまり影響はないか分からんですけど、制度上の国の利息等の支援の補 というの

は決められているんですか。 

○仲税務課長  この特例措置につきましては、以前から徴収猶予というのは、元

からある制度なんですけれども、特にコロナ禍ということもありまして、延滞金と

か、あとは担保、それを必要としないということが特徴でありまして、その代わり

そういった利息の部分の補 といったものも特にはうたわれておりません。

○仲委員  それについては理解するんですけど、資料３ページに、別な話なんで

すけど、市税収入の推移の中で、今後の見込みの中で、最後の段ですけど文章的に

は、大地震発生の際に津波の予測される沿岸の地価の下落などから非常に厳しいと

いう文章があるんですけど、そういうこと言うたら土地評価替えはされますね、４

年に一遍か分からんけど。それによってもう既に沿岸部の地価が下がっているよう

な風潮があるわけですけど、現実的にはそれが既に反映されているか、もしくは今
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後どの程度反映されるような考え方があるわけでしょうか。 

○仲税務課長  地価下落につきましては、３年に１度評価替えで、全国的にもも

う地価が下がっているということで、令和３年度の税額から既に反映しております

が、特に尾鷲市の特徴としまして、大型企業が事業撤退したということで、家屋等

償却資産がぐっと下がっておりますけれども、それもほぼ今年度で下げ止まりとい

うことで、あとは新築家屋とかそういったものも横ばいで、今後は急激に固定資産

税そのものが下落することはないかなと見込んでおります。地価の下落というのは、

それに応じてやっぱり下がっていくのかなというふうに思っております。 

○仲委員  私が聞きたいのは、ここの文章にあるように、津波が予想される土地

については下落などが非常に厳しいという中で、既に反映されているかどうか、今

後反映されていくかという部分なんですけど。特に尾鷲市、この東紀州地域なんか

は地価の下落が多分続いておると思いますよ。この前発表されておったけど、個々

には出ていないですけどね。それが土地だけに考えて評価が下がっていくかどうか、

尾鷲市の土地の評価は下がるかどうか、今もう既に反映されているか、今後反映さ

れるかというのをちょっと、詳しくは要りませんけど、お聞きしたい。 

○山本税務課主任  現在も津波に対する心理的なところもありまして、需要の減

少があって、路線価等の固定資産税に係る価格は下がっております。今後も人口減

少もありますし、まだ大地震も起こっていないというところで、下落傾向も今後も

続くと思われます。 

○南委員長  よろしいですか。 

○村田委員  今の仲委員の質問に関連してなんですけれども、路線価と実勢単価

というのも随分違っているんですね。これは津波の影響とか、いわゆる予測によっ

て、シミュレーションによって浸水域ということで下がるんでしょうけれども、し

かし、路線価が高い。それで課税をされる。しかし、実際に売却しようと思ったら

実勢単価が非常に低いんですね。所によっては倍近くの評価を見ているようなとこ

ろもあるんですけれども、これは、私、何年も前からこのことは申し上げておるん

ですけれども、今、仲さんの質問にもありましたけれども、今後津波等によってさ

らに下落はするという予測ということでしたんですが、下がる予測にしても、実勢

単価と路線価評価額とはもう随分差があるんです。この辺は私も言いにくいんです。

あんまり路線価とか評価額を下げると市税がどんどん減っていきますから、難しい

ところがあるんですけれども、しかし、市民サイドからすれば、不動産をやってい

る方なんかは特に言われるんですけど、何でこんなに違うんだと。違うのに、実勢
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単価はもう非常に安く買われるのに資産税だけが高いと。このバランスの悪さをど

う解決していくんですかと言われることがよくあるんですね。その辺は担当課とし

てどういう認識を持っておられますか。 

○仲税務課長  やっぱりもともとの固定資産税の評価額の算定の際には、地価の

評価額の、例えば約０.７掛けを課税標準額として、そこからさらに税率を掛けて

というような計算をしておりますが、ただ、委員の言われるように、半分とかそう

いったのにはまた、比べるとやっぱり高いという批判もされるのかなと思いますが、

ただ、３年に１度評価替えをする際に、不動産鑑定士の方と、いろいろと説明を受

けて、こちらからもいろいろ意見を言うわけなんですけれども、そういった際には、

そういった津波によって実際の評価はどうなんだということもしっかりと判断して

くれと、そのようにリクエストしていきたいなと、このように思います。 

○村田委員  それはそれでやってもらえばいいと思うんですけれども、評価をし

ていただくときに、やっぱり実勢単価はこのぐらいですよと。実際、尾鷲市のこの

土地については、実勢単価はこのぐらいなんですよということもやはり市が示して、

そして鑑定員に鑑定をしてもらうということでないと。鑑定員というのはそういう

ことを、津波浸水域だということを知っていても、尾鷲市の事情というのは全く知

りませんから。その辺はしんしゃくしないですから、型どおりの評価しかしないで

すから。ですから、その辺の実情というものをよく分かっていただくという意味で

は、やっぱりやりづらいでしょうけれども、下がったら市の税収が下がるんですか

ら、大変僕も言いにくいんですけれども、やっぱり市民目線からすると、その辺の

ところをさらに気をつけてやっていただきたいと思うんですが、いかがですか。 

○仲税務課長  言われることはごもっともだと思いますので、しっかりとそこら

辺は、例えば数字的なものといったものも示しながら伝えていきたいと思います。 

○村田委員  ころっと変わって、その他で申し訳ないんですけれども、実は徴収

のときに通知を出しますね、納税通知書というのを。その際にちょっとトラブルが

あったようなことを私は聞きましたし、課長もよく御存じだと思うんですけれども、

その後、いわゆる徴収の通知を出す文面にしては、きちっと改められましたか。 

○仲税務課長  実は納税通知書に同封のいろんな市税の案内の中に、延滞金の計

算の仕方とか、差押えはどんなものであるとか、ちょっと詳しめにきつい文面をこ

れまで封入してまいりました。そんな中で、ある一般の優良な納税者の方から、こ

れはきちっと納付しておる人にとっては、非常に不快、きついんじゃないかという

批判をお受けしまして、その後の納税通知書には同封を取りやめております。税務
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課の中でも検討したんですけれども、これはちょっとやっぱり、そういった優良な

納税者の方に対しては気分を害するのではないかと思いまして、この場をお借りし

ておわびさせていただきたいと思います。 

 実は来年度の納税通知書からは、もっと一般的な、例えば納期内納付は大事なん

ですよとか、延滞金がつきますよぐらいのことは入れようとは思うんですけど、そ

ういったふうに中のチラシの内容につきましては変えていきたいと思っております

ので、よろしくお願いいたします。 

○南委員長  よろしいですか。 

 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○南委員長  他にないようですので、税務課所管の決算審査を終了いたします。

ありがとうございました。 

 続いて、市民サービス課に入っていただきます。 

 市民サービス課のほうは、議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決

算の認定についてと、議案第５５号、令和２年度尾鷲市国民健康保険事業特別会計

歳入歳出決算の認定について、あわせて議案第５６号、令和２年度尾鷲市後期高齢

者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定についての３件の議案が付託でされており

ますけれども、１本ずつ行きたいと思いますので、まず、議案第５４号、令和２年

度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定についての市民サービス所管の説明をお願い

いたします。 

○宇利市民サービス課長  市民サービス課です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定につい

てのうち、市民サービス課に係るものにつきまして御説明申し上げます。 

 決算書の１１６ページ、１１７ページを御覧ください。 

 ２款総務費、１項総務管理費、６目交通安全対策費につきましては、予算現額３

５０万５,０００円に対しまして、支出済額２６１万７,１４１円、不用額は８８万

７,８５９円でございます。主な支出内容といたしましては、１４節工事請負費の

支出済額１９２万８,３００円は、市内２か所の交通安全設備整備として、道路の

白線等の設置でございます。 

 交通安全対策費は、交通安全対策特別交付金１７７万円を活用した交通安全設備

の整備事業とともに、２回の交通安全教室の実施や１１回の早朝街頭指導など、交

通安全啓発活動を実施いたしました。 
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 続きまして、７目センター費でございます。予算現額４,０２２万１,０００円に

対しまして、支出済額が３,９８６万７,２０３円、不用額が３５万３,７９７円で

ございます。支出の内容は、各センターに係る事務的な消耗品、切手代、センター

職員の車の借上料でございます。 

 １２０ページ、１２１ページを御覧ください。 

 ９目生活相談費でございます。予算現額１０１万５,０００円に対しまして、支

出済額が６０万２,３２５円、不用額が４１万２,６７５円でございます。主な支出

内容といたしましては、７節報償費の支出済額５６万６,０００円は、無料法律相

談のための弁護士２名に対する報償費でございます。昨年度実施いたしました、法

律相談、司法書士相談、行政相談及び人権相談において、８７名の方に御利用いた

だきました。 

 続きまして、１１目人権啓発推進費でございます。予算現額８２万９,０００円

に対しまして、支出済額が８２万７,５４０円、不用額が１,４６０円でございます。

人権委員による施設等への訪問など啓発活動を実施していただきました。 

 １２６ページ、１２７ページを御覧ください。 

 １３目コミュニティセンター費でございます。予算現額２,３９５万４,０００円

に対しまして、支出済額が２,２４７万５３２円、不用額が１４８万３,４６８円で

ございます。不用額が１４８万３,４６８円となった理由といたしましては、電気

料金が低水準だったことにより、光熱水費の執行額が予想を下回ったことによるも

のでございます。 

 各節の主な支出内容といたしましては、１節委員等報酬４５万５,４００円は、

コミュニティーセンター運営委員報酬でございます。 

 ７節報償費８５０万５,８００円は、集落支援員４名に対する報償費が６９４万

８００円、コミュニティーセンターで実施しております講座の講師謝礼が１５６万

５,０００円でございます。昨年度行いました講座は、回数としては６４５回、４,

６６６名の方に御参加いただいております。 

 １０節需用費６３４万７,９４０円の主なものは、各コミュニティーセンターの

光熱水費５０１万５,０３２円でございます。 

 次のページを御覧ください。 

 １１節役務費２２５万１,５８３円の主なものは、各コミュニティーセンターの

浄化槽保守点検手数料１５４万８,８００円でございます。 

 １３節使用料及び賃借料１５９万１,６５２円の主なものは、三木浦漁村センタ
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ー借上料１００万円でございます。 

 １７節備品購入費１６万９,８００円は、行野コミュニティーセンターのエアコ

ン購入費でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金２７２万６,５５７円の主なものは、次のページ

を御覧ください。一般コミュニティ助成事業補助金２３０万円で、昨年度は早田地

区が実施いたしました町内放送設備ほか、コミュニティ活動備品の整備事業に対す

る補助でございます。 

 続きまして、１４目諸費でございます。予算現額１７億６,４４３万８,０００円

に対しまして、支出済額が１７億６,３１５万４,９９０円、不用額が１２８万３,

０１０円でございます。不用額が１２８万３,０１０円となった主な理由といたし

ましては、１０節需用費の光熱水費が、電気料金単価が低水準だったこと及び修繕

料の執行額が前年度に比べ２５万７,１３０円減少したことによるものでございま

す。主な支出内容といたしましては、１８節負担金、補助及び交付金１７億４,３

５５万５,０００円で、特別定額給付金１７億４,２２０万円でございます。 

 １４２ページ、１４３ページを御覧ください。 

 ３項戸籍住民基本台帳費、１目戸籍住民基本台帳費でございます。予算現額７,

３３４万１,０００円に対しまして、支出済額が６,７７２万４,１２７円、不用額

が５６１万６,８７３円でございます。本事業においては、戸籍住民基本台帳など

住民情報を管理しているもので、出生、死亡、婚姻など戸籍に関する届出約１,２

００件、転入転出など住民の移動に関する届出約１,３００件を処理しており、各

種証明書類を約２万件発行するとともに、マイナンバーカードに係る交付事務等を

行っております。 

 市民サービス課に係る支出の主なものは、１０節需用費１０６万７,６６９円は、

次のページを御覧ください。不正防止用紙等の印刷製本費７５万１,５２０円でご

ざいます。 

 １２節委託料１,２９５万１,４００円は、戸籍システム保守業務委託料３５２万

４,４００円、マイナンバーとの連携に伴う戸籍総合システム改修業務委託料６８

５万４,１００円、国外転出者に係るマイナンバー利用に伴う総合住民情報システ

ム改修業務委託料２５０万２,５００円でございます。 

 １３節使用料及び賃借料５５５万３,６１１円は、住民基本台帳ネットワーク機

器借上料９８万９,４９６円、戸籍システム借上料４４２万２,０００円等でござい

ます。 
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 １８節負担金、補助及び交付金７６０万１,９００円の主なものは、通知カー

ド・個人番号カード関連事務費負担金７５８万２,０００円でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金の不用額５２１万３,１００円のうち、５２１万

３,０００円は、通知カード・個人番号関連事務負担金に係るもので、この負担金

の負担額の確定が３月であるため発生したものでございます。 

 １６６ページ、１６７ページを御覧ください。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、５目国民年金費でございます。予算現額５４４万

１,０００円に対しまして、支出済額が５３５万７,８９４円、不用額が８万３,１

０６円でございます。支出の主なものは、人件費及び業務実施に係る消耗品等でご

ざいます。 

 １７０ページ、１７１ページを御覧ください。 

 ８目後期高齢者医療費でございます。予算現額４億２,８１８万７,０００円に対

しまして、支出済額が４億２,８１８万６,５４７円、不用額が４５３円でございま

す。このうち市民サービス課に係る分といたしましては、次のページを御覧くださ

い。１８節負担金、補助及び交付金２７１万５,０００円で、三重県後期高齢者医

療広域連合に対する事務費負担金でございます。 

 ２１４ページ、２１５ページを御覧ください。 

 ４款衛生費、３項環境衛生費、３目環境衛生費でございます。予算現額９５万８,

０００円に対しまして、支出済額が８９万１,９６７円、不用額が６万６,０３３円

でございます。支出の主なものといたしましては、１２節委託料の畜犬登録等業務

委託料６４万６,５００円で、巡回狂犬病予防注射が２１９頭、注射済票交付が４

４７件でございました。 

 １８節負担金、補助及び交付金は猫避妊手術費等補助金１４万５,８００円で、

雄３１頭、雌２５頭の避妊手術実施に対し補助を行いました。 

 続きまして、４目斎場管理費でございます。予算現額２,１４５万円に対しまし

て、支出済額が２,１４４万９,２００円、不用額が８００円でございます。支出の

主なものは、次のページを御覧ください。１２節委託料１,４９０万２,０００円で、

うち斎場指定管理料が１,４５６万１,０００円でございます。 

 １４節工事請負費６３８万円は、耐火物の積替えなどの火葬炉補修工事でござい

ます。 

 続きまして、５目墓地管理費でございます。予算現額８０２万４,０００円に対

しまして、支出済額が７７１万６,７１５円、不用額が３０万７,２８５円でござい
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ます。土地管理に係る費用及び墓地移転事業の事業費となっており、主な支出内容

といたしましては、１２節委託料７１５万４,８４０円は都市計画道路尾鷲港新田

線改良街路事業に係る折橋墓地移転に伴う小原野候補地の墓地造成調査・設計・積

算業務委託料６６４万４,０００円が主なもので、令和２年度から３年度にかけて

実施しております事業の令和２年度分の支出でございます。 

 議案第５４号の説明は以上でございます。 

○南委員長  市民サービス課の歳入歳出の説明は以上でございます。 

 御質疑のある方、御発言をお願いいたします。 

 よろしいですか。 

 ちょっと１点、課長、教えてくれる。１３５ページのコロナ禍の特別定額給付金、

１７億何がしかの中で、これ、受給率は１００％じゃなかったと思うんですけれど

も、何名の方が申請がなかったのか、それだけ教えていただけますか、参考に。 

○宇利市民サービス課長  未支給の世帯といたしましては２４世帯でございます。

人数は２５人です。その２５人のうち、辞退が３名、未申請の方が結果的には２２

名という結果となっております。 

○南委員長  ありがとうございます。 

○中村委員  実績報告書も今、まだあと、今。 

○南委員長  聞いてもらっても結構です。 

○中村委員  実績報告書２９ページの事業成果のところの、尾鷲市空家等対策計

画を策定したのが成果ではないと思うんですけれども。成果を書かれるんやったら、

これ、ちょっと内容を変えられて、常任委員会での意見などを反映させたとか何と

か書くのと違うのかな。成果物を成果として書かれるというんじゃなくて、ここの

成果って、こういう書き方をされるのかなというのがちょっと、すみません、疑問

です。 

○宇利市民サービス課長  御指摘のとおり、私どもとしては、これはちょっと言

い訳になってしまうんですけれども、本来はこの事業は、空家等対策計画を前年度

に立てる予定ではなくて、コロナ禍の中で空家等対策計画を先に立てて、今年度実

施しております調査のほうに補助金を頂くという予定に変えさせていただいたんで

すね。なぜかというと、コロナ禍で審議会の開催がなかなかできなかったものです

から、このままいくと事業のスケジュールが相当遅れてしまうと。本来後でやる予

定だった計画をまず立てさせていただいて、空家対策に係る調査について補助金を

頂こうということで、年度途中で事業スケジュールを、組替えをさせていただいた



－１９－ 

んです。その中でやっておりましたので、これはちょっと、本来からいくと、委員

のおっしゃるとおり、これを成果としてみなすのはおかしいと思うんですけれども、

一応成果とさせていただいて、今年度補助事業を取りに行かせていただいたという

ような形でちょっと書いてしまったというのが実情になっております。すみません

でした。 

○南委員長  よろしいですか。 

 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○南委員長  それでは、ないようですので、引き続き、議案第５５号ですか、お

願いいたします。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、議案第５５号、令和２年度尾鷲市国民健

康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定についてについて御説明申し上げます。 

 歳入比較増減額５０万円以上につきましては、全て医療費等の見込額との差額発

生であり、歳出不用額５０万円以上につきましても、同様に全て見込みを下回った

ことによるものでございますので、個別の説明は割愛させていただきます。 

 決算書の３３８ページ、３３９ページを御覧ください。 

 令和２年度の決算の全体は、歳入の収入済額合計２２億７,９４８万３,１８８円

に対しまして、次のページを御覧ください。歳出の支出済額合計は２２億３,８０

２万４,９７３円で、歳入歳出差引額の形式収支は４,１４５万８,２１５円の黒字

でございます。 

 次に、個別の項目について御説明申し上げます。 

 ３４４ページ、３４５ページを御覧ください。 

 歳入でございます。 

 １款国民健康保険税については、税務課より御説明申し上げます。 

○仲税務課長  １款国民健康保険税は、予算現額３億７,４１３万４,０００円に

対して、調定額４億６,７７８万６,４３４円、収入済額３億７,９９２万４,４７２

円となりました。不納欠損額は１３２万１,０２６円で、収入未済額は８,６５４万

９３６円であります。 

 税務課委員会資料の１４ページを御覧ください。 

 通知させてもらいます。 

 国民健康保険税の不納欠損額調書でございます。 

 右下の合計欄を御覧ください。 
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 ３２件、１２名分、１３２万１,０２６円の不納欠損処分を行いました。 

 次に、税務課委員会資料の６ページを御覧ください。 

 令和２年度の国民健康保険税の決算概要として、前年度比較をまとめた資料であ

ります。 

 上段、表６の調定額を御覧ください。 

 最下段の合計の欄、緑のマーカーの部分を御覧ください。令和２年度の国民健康

保険税の調定額は、前年度調定額と比較して３,２４６万２,７８１円増加いたしま

した。調定額の増加は、令和２年度の税率改正によるものが主な要因であると考え

ております。 

 次に、表の７、収入済額を御覧ください。 

 合計欄を御覧ください。令和２年度の国民健康保険税の収入済額は、前年度と比

較して３,１０５万１,４０３円増加いたしました。 

 次の表８、収納率を御覧ください。 

 御覧のとおり、令和２年度の国民健康保険税の収納率は８１.２２％と、前年度

から１.０８ポイント上昇いたしました。ちなみに、この収納率は県内１４市中７

位ということで、３年連続同じ順位でございました。 

 資料の次ページ、７ページを御覧ください。 

 こちらには、より詳細な国民健康保険税収納実績表を掲載しております。こちら

のほうは後ほど御参照いただきたいと思います。 

 決算書の３４４、３４５ページにお戻りください。 

 通知します。 

 国民健康保険税の内訳を申し上げます。 

 １款１項国民健康保険税、１目一般国民健康保険税につきましては、予算現額３

億７,４０３万７,０００円に対して、調定額４億６,６９７万２９７円、収入済額

３億７,９８０万８,２９８円、不納欠損額は１３２万１,０２６円、収入済額は８,

５８４万９７３円となりました。収入済額の節ごとの内訳につきましては、１節医

療給付費分現年度課税から６節の介護納付金分滞納繰越分まで、それぞれ記載のと

おりとなっております。 

 次に、２目退職者国民健康保険税につきましては、予算現額９万７,０００円に

対して、調定額８１万６,１３７円、収入済額は１１万６,１７４円、不納欠損額は

なし、収入未済額は６９万９,９６３円であります。収入済額の節ごとの内訳につ

きましては、最下段の１節医療給付金分現年課税分から、次の３４６、３４７ペー
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ジの６節介護納付金分滞納繰越分まで、それぞれ記載のとおりの金額内訳となって

おります。 

 なお、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の現年度分につきまし

ては、平成２７年度の制度廃止に伴い、令和２年度は、予算、調定ともに該当がご

ざいませんでした。 

 国民健康保険税の説明については以上であります。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、２款国庫支出金、１項国庫補助金、１目

社会保障・税番号制度システム整備費補助金は、予算現額３５８万１,０００円に

対しまして、調定額及び収入済額は同額で３５８万円でございます。この補助金は、

医療機関や薬局が医療保険の加入者がマイナンバーカードまたは被保険者証を提示

することにより、当該加入者に係る被保険者資格情報をオンラインで効率的に確認

できるようにするため実施した総合住民情報システムの改修費用に対する補助金で

ございます。 

 次に、２目国民健康保険災害等臨時特例補助金については、税務課より御説明申

し上げます。 

○仲税務課長  ２目国民健康保険災害等臨時特例補助金につきましては、予算現

額１４８万円に対し、調定額、収入額ともに１４３万２,０００円で、これは新型

コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入減少等があった世帯

に係る国民健康保険税の減免措置に対する国からの財政支援の一部で、減免額の１

０分の６相当額がこの災害等臨時特例補助金によって補 され、残りの１０分の４

相当額につきましては、特別調整交付金によって措置されるものであります。 

 ちなみに、対象となる令和２年度の国民健康保険税減免実績額と、令和元年度分

の減免実績額を合わせた国民健康保険税減免額の総額は、延べ１７件分、２２５万

３,９００円でございました。 

 説明を市民サービス課に戻します。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、次のページを御覧ください。 

 ３款県支出金、１項県負担金、１目保険給付費等交付金は、予算現額１６億７,

０９７万４,０００円に対しまして、調定額及び収入済額は同額で１６億３,７０５

万１,５９５円でございます。内訳は、１節普通交付金が調定額及び収入済額は同

額で１５億６,３６１万１,５９５円であり、２節特別交付金が調定額及び収入済額

はともに７,３４４万円でございます。 

 ４款財産収入、１項財産運用収入、１目基金運用収入は、予算現額８,０００円
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に対しまして、調定額及び収入済額は同額で８,０００円でございます。国保財政

調整基金運用利子収入でございます。 

 ５款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金は、予算現額２億１,５１

９万３,０００円に対しまして、調定額及び収入済額は同額で２億１,５１９万２,

１４８円でございます。全額繰り出し基準に基づく、いわゆる法定繰入金でござい

ます。 

 ２項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金は、予算現額、調定額及び収入済額は

同額で１,０００円でございます。 

 次のページを御覧ください。 

 ６款１項１目繰越金は、予算現額３,７４７万９,０００円に対しまして、調定額

及び収入済額は同額の３,７４７万９,０３６円で、令和元年度から令和２年度への

繰越金でございます。 

 ７款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目延滞金については、税務課より御

説明申し上げます。 

○仲税務課長  １目延滞金につきましては、予算現額３４０万６,０００円に対し、

調定額、収入済額ともに３３６万１,０８６円であります。全て一般被保険者から

の延滞金収入でございます。 

 市民サービス課に交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  ２項雑入、１目一般分第三者納付金は、予算現額９１

万８,０００円に対しまして、調定額及び収入済額は同額で７３万４,８１５円でご

ざいます。一般被保険者が交通事故等、第三者の行為により負傷した場合の保険給

付に対する返納金でございます。 

 ２目退職分第三者納付金は、予算現額１０万円に対しまして、調定額及び収入済

額は該当する事例が発生しなかったためゼロ円でございます。 

 ３目一般分返納金は、予算現額５万円に対しまして、調定額８１万２,１５９円、

収入済額７１万９,０３６円で、９万３,１２３円の収入未済額が発生しております。

これは一般被保険者の所得区分変更に伴う医療費の返納金でございます。なお、収

入未済額については、令和３年度に繰越納付勧奨を行っております。 

 ４目退職分返納金、５目雑入は、いずれも予算現額１,０００円に対しまして、

調定額及び収入済額は該当する事例が発生しなかったためゼロ円でございます。 

 続きまして、歳出でございます。 

 次のページを御覧ください。 
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 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費は、予算現額５,１９４万円に対

しまして、支出済額が５,０８２万７,１２９円、不用額が１１１万２,８７１円で

ございます。支出の主なものといたしましては、１１節役務費４５７万３,１４７

円は、保険証等の郵送料１４４万２,３５６円、国保連合会に対する確認事務手数

料２１４万１,１９６円。 

 次のページを御覧ください。 

 国保情報集約システム運用手数料８８万３,１１６円でございます。１８節負担

金、補助及び交付金３３１万円は、総合住民情報システム利用負担金でございます。 

 ２目連合会負担金は、予算現額９２万６,０００円に対しまして、支出済額が８

６万８,５８０円、不用額は５万７,４２０円でございます。主なものといたしまし

ては、連合会保険事業負担金３５万２６１円及び、次のページを御覧ください。連

合会一般負担金４５万４,５４５円でございます。 

 ２項徴税費につきましては、税務課より御説明申し上げます。 

○仲税務課長  ２項徴税費、１目賦課徴収費、予算現額２８２万７,０００円に対

して、支出済額２２８万９２８円、不用額５４万６,０７２円であります。 

 ８節旅費、予算額３万８,０００円につきましては、コロナウイルス蔓延防止に

伴う自粛の影響により、市外徴収を控えたため、支出済額はゼロ円であります。 

 １０節需用費の支出済額３９万５,４５７円の主なものといたしましては、督促

状兼納付書などの印刷製本費であります。 

 １１節役務費の支出済額７１万２,８３１円の主なものといたしましては、納税

通知書などの送付に係る通信運搬費５８万９,３５６円と、還付に係る口座振替手

数料１２万３,２５５円であります。 

 １３節使用料及び賃借料の支出済額１万３６０円につきましては、複合機使用料

でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金の支出済額１１６万２,２８０円は、三重地方税

管理回収機構負担金４２万円と、納付書共同印刷に係る一般会計への負担金７４万

２,２８０円でございます。 

 市民サービス課と交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、３項１目運営協議会費は、予算現額２１

万９,０００円に対しまして、支出済額が１１万１,６８６円、不用額が１０万７,

３１４円でございます。国保運営協議会に係る委員報酬が主なもので、本来ですと

年に数回開催しておりますが、令和２年度はコロナ禍のため１回しか開催すること
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ができず、その他は書面にての報告とさせていただきました。 

 次のページを御覧ください。 

 ２款保険給付費、１項療養諸費、１目一般分療養給付費等は、予算現額１３億７,

０７２万７,０００円に対しまして、支出済額が１３億２,７２１万９,５９６円、

不用額が４,３５０万７,４０４円でございます。前年度決算数値と比較すると、８,

９４７万９１円減少しておりますが、これは被保険者数の減少及び新型コロナ感染

拡大による影響によるものが大きいと考えております。 

 ２目退職分療養給付費等は、予算現額４０万円に対しまして、支出済額が８,３

３０円、不用額が３９万１,６７０円でございます。これは退職被保険者の医療費

でございます。 

 ３目一般分療養費は、予算現額１,５１１万３,０００円に対しまして、支出済額

が１,１８２万７,６９６円、不用額が３２８万５,３０４円でございます。 

 ４目退職分療養費は、予算現額５,０００円に対しまして、支出がございません

でした。 

 ５目審査支払手数料は、予算現額４３０万２,０００円に対しまして、支出済額

が４２７万２,２０６円、不用額が２万９,７９４円でございます。主なものは、診

療報酬審査支払手数料４２２万１,３６０円でございます。 

 次のページを御覧ください。 

 ２項高額療養費、１目一般分高額療養費は、予算現額２億１,９９２万３,０００

円に対しまして、支出済額が２億４６５万６,２１１円、不用額が１,５２６万６,

７８９円でございます。 

 ２目退職分高額療養費は、予算現額６万１,０００円に対しまして、支出がござ

いませんでした。 

 ３目一般分高額介護合算療養費は、予算現額１５万４,０００円に対しまして、

支出済額が１５万３,８９５円、不用額が１０５円でございます。 

 次に、３項移送費、１目一般分移送費につきましては、支出がございませんでし

た。 

 ４項出産育児諸費、１目出産育児一時金は、予算現額２９４万円に対しまして、

支出済額が２９４万円、不用額はゼロ円でございます。令和２年度においては、対

象者７名に対し一時金を交付いたしました。 

 次のページを御覧ください。 

 ２目審査支払手数料は、予算現額２,０００円に対しまして、支出済額が１,４７
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０円、不用額が５３０円でございます。 

 ５項葬祭諸費、１目葬祭費は、予算現額２００万円に対しまして、支出済額が１

５５万円、不用額が４５万円でございます。３１名の方に支給いたしました。 

 ６項傷病手当金、１目傷病手当金は、予算現額２１１万８,０００円に対しまし

て、支出がございませんでした。 

 ３款国民健康保険事業費納付金、１項医療給付費分、１目一般被保険者医療給付

費分は、予算現額３億７,３８６万９,０００円に対しまして、支出済額が３億７,

３８６万８,６４３円、不用額が３５７円でございます。 

 ２項後期高齢者支援金等分は、次のページを御覧ください。 

 １目一般被保険者後期高齢者支援金等分は、予算現額１億２,４７７万円に対し

まして、支出済額が１億２,４７６万９,９０１円、不用額が９９円でございます。 

 ３項１目介護納付金分は、予算現額４,７２１万２,０００円に対しまして、支出

済額が４,７２１万１,００６円、不用額が９９４円でございます。 

 以上、３款国民健康保険事業費納付金につきましては、合計５億４,５８４万９,

５５０円でございます。 

 続きまして、４款１項１目共同事業拠出金は、予算現額１,０００円に対しまし

て、支出済額が２４０円、不用額が７６０円でございます。 

 ５款１項保健事業費、１目疾病予防費は、予算現額６０９万５,０００円に対し

まして、支出済額が５５８万７,３１９円、不用額が５０万７,６８１円でございま

す。主なものといたしましては、１２節委託料４７０万９,０８０円で、脳ドック

検診、次のページを御覧ください。レセプト点検業務委託料、特別調整交付金（結

核・精神）申請支援業務委託料等でございます。脳ドック検診については、４０人

の方が尾鷲総合病院で受診されました。また、特別調整交付金（結核・精神）申請

支援業務委託料については、歳入のさらなる増加を検討した結果、結核、精神の医

療費に対する特別調整交付金を申請するための委託料で、この申請を行うことによ

り歳出額を上回る特別交付金の交付を受けております。 

 続きまして、１８節負担金、補助及び交付金１,１８３万１,０００円は、健康増

進事業等負担金１,１８３万１,０００円でございます。健康増進事業等負担金につ

きましては、医療費の適正化につながると考えられる、一般会計で実施する保健事

業に対する国保会計としての負担分でございます。主な内容といたしましては、糖

尿病性腎症重症化予防事業に係る講師謝礼、食生活改善料理教室材料代で、２４.

５％の負担割合となっております。 
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 ２項１目特定健康診査等事業費は、予算現額２,１８３万円に対しまして、支出

済額が２,１３８万８,５４２円、不用額が４４万１,４５８円でございます。主な

ものは１２節委託料２,０５９万７,７８０円で、内訳といたしましては、特定健康

診査委託料及び特定健診受診率向上対策委託料でございます。例年、受診率が低い

ことが課題である特定健診につきましては、令和２年度の受診率が速報値で４１.

６％なので、令和元年度の３６.２％と比べると５.４ポイント上昇する見込みでご

ざいます。受診率向上のため、平成３０年度からの継続事業として、福祉保健課と

連携し、また、地区の皆様の協力を得ながら、三木浦町、賀田町、古江町の３地区

と、尾鷲市体育文化会館と武道館において、がん検診と合同で集団健診を実施いた

しました。 

 また、県の交付金を活用し、令和３年度から受診時の自己負担額の無料化を実施

しており、令和２年度の新たな取組として、特定健診対象者の効率的、効果的な受

診勧奨を実現するため、データ分析を行い、特徴別に複数のグループに分類した上

で、それぞれに適した受診勧奨を行う特定健診受診率向上対策事業を実施いたしま

した。国保運営協議会の委員の皆様のＰＲや、紀北医師会の先生方にも御協力をい

ただいた結果が５.４ポイントの受診率の向上につながったと考えております。 

 今後も受診勧奨の強化、受診しやすい体制の整備など、受診率の向上に努めてま

いります。 

 続きまして、６款１項基金積立金、１目財政調整基金積立金は、予算現額、支出

済額ともに４,３９３万６,０００円でございます。 

 ７款１項公債費、１目利子は、予算現額１３万２,０００円に対しまして、支出

がございませんでした。 

 次のページを御覧ください。 

 ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般分及び２目退職分保険税還

付金については、税務課から御説明申し上げます。 

○仲税務課長  ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般分保険税還

付金、２２節償還金、利子及び割引料につきましては、予算現額２１８万５,００

０円に対して、支出済額１０２万９,４００円、不用額１１５万５,６００円であり

ます。これは国民健康保険税の過誤納付還付金であります。 

 次に、２目退職分保険税還付金、２２節償還金、利子及び割引料につきましては、

予算現額１２万円に対して、支出はございませんでした。 

 説明を市民サービス課に戻します。 
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○宇利市民サービス課長  ３目保険給付費等交付金償還金は、予算現額１,１９２

万円に対しまして、支出済額が１,１９１万９,０２４円、不用額が９７６円でござ

います。これは令和元年度の普通交付金の精算金でございます。 

 ４目退職分償還金及び還付加算金は、予算現額１９万６,０００円に対しまして、

支出済額が１９万５,９６９円、不用額が３１円でございます。これは令和元年度

の退職分の納付金の精算金でございます。 

 ２項繰出金、１目一般会計繰出金は、予算現額１４０万２,０００円に対しまし

て、支出済額が１４０万１,２０２円、不用額が７９８円でございます。これは令

和元年度の職員給与費等繰入金の精算により、一般会計に対して繰り出ししたもの

でございます。 

 議案第５５号の説明は以上でございます。 

○南委員長  ありがとうございました。 

 以上が国保会計の歳入歳出の説明でございます。 

 御質疑のある方、御発言をお願いいたします。 

○小川委員  ちょっと聞き逃したような気がするんですけど、３４７ページの社

会保障・税番号制度システムですが、３５８万円、これって、マイナンバーカード

と関連しているんでしょう。していると言うたんやったかい。 

○宇利市民サービス課長  ニュースにもなったかと思うんですけれども、マイナ

ンバーカードを保険証として使用できると。それに当たってシステム改修が必要に

なったということで、予算計上し、実施させていただいた事業となっております。 

○小川委員  この１０月からでしたかね、保険証として使えるようになったのっ

て。尾鷲はもうそれ、使えるようになっているんですか。 

○宇利市民サービス課長  総合病院さんにおいては、今、電子カルテの更新事業

をやられているかと思うんですけれども、その中で、マイナンバーカードでの保険

証使用での適応が図れるというところで、尾鷲総合病院においては１０月から実施

できるのかなというふうには考えておりますが、現状、確定としてはまだ聞いてお

りません。 

○小川委員  できるかできやんか、１０月からマイナンバーカードでいけるんで

すね。それはまだ確定していないのか。 

○宇利市民サービス課長  実施がいつの時期かというのは、１０月の見込みだと

いうふうには聞いております。 

○南委員長  他にございませんか。 



－２８－ 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○南委員長  それでは、ないようですので、次の議案第５６号、令和２年度尾鷲

市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定についての説明をお願いいたし

ます。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、議案第５６号について御説明申し上げま

す。 

 決算書の３７４ページ、３７５ページを御覧ください。 

 令和２年度の決算の全体は、歳入の収入済額合計６億４,４５４万１,３６３円に

対しまして、次のページを御覧ください。歳出の支出済額合計は６億３,９０４万

４,４９４円で、歳入歳出差引額の形式収支は５４９万６,８６９円の黒字でござい

ます。 

 次に、個別の項目について御説明申し上げます。 

 次のページを御覧ください。 

 歳入でございます。 

 １款後期高齢者医療保険料につきましては、税務課より御説明申し上げます。 

○仲税務課長  １款後期高齢者医療保険料の予算現額２億１,２７４万５,０００

円に対して、調定額２億１,７９９万１,１０１円、収入済額２億１,４２８万１,２

５１円、不納欠損額１２万９,１９９円、収入未済額３５８万６５１円であります。 

 税務課委員会資料の１５ページを御覧ください。 

 通知いたします。 

 後期高齢者医療保険料の不納欠損額調書であります。 

 右下、合計欄を御覧ください。 

 令和２年度は、８件、８名分、１２万９,１９９円の不納欠損処分を行いました。 

 次に、税務課委員会資料の８ページを御覧ください。 

 後期高齢者医療保険料の対前年度比較について御説明いたします。 

 まず、表の９、調定額の合計欄、グリーンの塗り潰した部分を御覧ください。 

 令和２年度の後期高齢者医療保険料の調定額は、前年度に比べ９０５万３,３６

３円、率にして４.３％増加いたしました。この調定額の増加につきましては、被

保険者数は僅かに減少したものの、令和２年度の保険料の改定により均等割額の軽

減割合の減少による保険料の増加が主な要因でございます。 

 次に、表の１０、収入済額を御覧ください。 

 令和２年度の後期高齢者医療保険料の収入済額は、前年度と比べ９５８万６,９
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２０円、率にして４.７％増加しました。調定額の増加とともに、収入済額も若干

上回る率で増加しております。 

 次に、表の１１、収納率を御覧ください。 

 合計の欄を御覧ください。 

 後期高齢者医療保険料の収納率は９８.３％と、前年度から０.３ポイント上昇い

たしました。 

 次に、委員会資料の９ページを御覧ください。 

 こちらには、より詳細な後期高齢者医療保険料収納実績表を掲載しておりますの

で、後ほど御参照いただきたいと思います。 

 市民サービス課と交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  予算書にお戻りいただき、３７８ページ、３７９ペー

ジを御覧ください。 

 ２款１項１目繰入金は、予算現額４億２,５４７万２,０００円に対しまして、調

定額及び収入済額は同額で４億２,５４７万１,５４７円でございます。全て繰り出

し基準に定められた繰入金でございます。 

 ３款１項１目繰越金は、予算現額４６０万４,０００円に対しまして、調定額及

び収入済額は同額で４６０万３,７６５円でございます。 

 ４款諸収入、次ページ、５款国庫支出金については、税務課より御説明申し上げ

ます。 

○仲税務課長  ４款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目延滞金につきまし

ては、予算現額３万円に対して、調定額及び収入済額は同額の１万９,８００円で

ございました。これは後期高齢者医療保険料の延滞金収入でございます。 

 次に、２項償還金及び還付加算金、１項保険料還付金及び還付加算金ですが、こ

れは、市が被保険者本人に支払った後期高齢者医療保険料還付金及び還付加算金分

に対する三重県後期高齢者医療広域連合からの収入でございます。令和２年度は、

予算現額１００万円に対して、調定額及び収入済額はございませんでした。 

 次ページを御覧ください。 

 ５款国庫支出金、１項国庫補助金、１目高齢者医療制度円滑運営事業費補助金は、

予算現額、調定額、収入済額ともに１６万５,０００円で、後ほど歳出のほうでも

御説明いたします、平成３０年度の税制改正に伴う国標準システム変更に基づき実

施した総合住民情報システム改修業務に対する国からの補助金で、補助率は１０分

の１０となっております。 
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 説明を市民サービス課と交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、歳出でございます。 

 次のページを御覧ください。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費は、予算現額６９７万５,０００

円に対しまして、支出済額が６９１万５,４２２円、不用額が５万９,５７８円でご

ざいます。主なものといたしましては、１８節負担金、補助及び交付金２７５万４,

０００円で、総合住民情報システム利用負担金でございます。 

 ２項徴収費については、税務課より御説明申し上げます。 

○仲税務課長  １目徴収費、予算現額１６６万２,０００円に対し、支出済額１４

３万７,００４円で、不用額２２万４,９９６円であります。 

 支出済額の内訳を申し上げます。 

 ３８３ページの最下段、備考欄のほうを御覧ください。 

 １０節需用費の支出済額は１３万５,２８１円で、事務用消耗品及び印刷製本費

でございます。 

 １１節役務費の支出済額は４２万１,９７９円で、主な支出といたしましては、

納入通知書等の送付に係る通信運搬費であります。 

 次ページ、３８４、３８５ページの備考欄の上から２段目を御覧ください。 

 １２節委託料、支出済額１６万５,０００円は、平成３０年度の税制改正に伴う

国標準システム変更に基づいて実施した総合住民情報システム改修業務委託料であ

ります。財源といたしましては、先ほど歳入で御説明しました高齢者医療制度円滑

運営事業費補助金を充当しております。 

 １３節使用料及び賃借料の支出済額は１万８,５４３円で、複合機使用料であり

ます。 

 １８節負担金、補助及び交付金の支出済額は６９万６,２０１円で、納付書共同

印刷に係る一般会計への負担金であります。 

 市民サービス課と交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、２款１項１目広域連合負担金は、予算現

額６億２,８１８万９,０００円に対しまして、支出済額が６億２,４３３万５,７０

７円、不用額が３８５万３,２９３円でございます。全額、広域連合に対する負担

金であり、主なものとしては、療養給付費負担金３億４７２万７,０００円でござ

います。 

 ３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金については、税務課より御説明申し上
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げます。 

○仲税務課長  １目保険料還付金及び還付加算金につきましては、予算現額１０

０万円に対し、支出済額１６万８,１７８円、不用額８３万１,８２２円であります。

内訳は、全て２２節の償還金、利子及び割引料で、保険料変更等に伴う過誤納付還

付金であります。この不用額８３万１,８２２円につきましては、償還金の支出額

については年度末まで確定しないため、見込みが難しいといったことや、償還が発

生した場合、遅滞なく還付する必要のあることから、若干余裕を持って予算を見込

ませていただいておりますことから、このような不用額となったものでありますの

で、御理解賜りたいと思います。 

 市民サービス課と交代いたします。 

○宇利市民サービス課長  続きまして、２目療養給付費負担金償還金は、予算現

額５９４万１,０００円に対しまして、支出済額が５９４万７６円、不用額が９２

４円でございます。療養給付費負担金の前年度精算分でございます。 

 ２項繰出金、１目一般会計繰出金は、予算現額２４万９,０００円に対しまして、

支出済額が２４万８,１０７円、不用額が８９３円でございます。これは、令和元

年度の事務費繰入金の精算分として、一般会計に対して繰り出したものでございま

す。 

 議案第５６号の説明は以上でございます。 

○南委員長  ありがとうございます。 

 後期高齢者の歳入歳出の説明は以上でございます。 

 何か御質疑のある方、御発言をお願いいたします。 

 よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○南委員長  それでは、ないようでございますので、市民サービス課所管の議案

の審査を終了いたします。 

 ありがとうございました。 

 ここで、昼食のため休憩をいたします。開催は１時から、お願いします。 

（休憩 午前１１時３９分） 

（再開 午後 ０時５８分） 

○南委員長  少し早いですけれども、会議を続行いたします。 

 次に、福祉保健課、今日は福祉保健課で審査を終了したいと思いますので、よろ
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しくお願いをいたします。 

 それでは、議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定につい

ての説明をお願いいたします。 

○山口福祉保健課長  福祉保健課でございます。よろしくお願いいたします。 

 議案第５４号、令和２年度尾鷲市一般会計歳入歳出決算の認定についてのうち、

福祉保健課に関する決算につきまして御説明いたします。 

 歳出の前に、歳入のうち、福祉保健課に係る不納欠損について御説明いたします。 

 決算書の３０、３１ページを御覧ください。 

 通知いたします。 

 １２款分担金及び負担金、１項負担金、１目民生費負担金、４節児童福祉費負担

金、不納欠損額２４０万８,３８０円につきましては、公債権である保育所入所保

護者負担金１８件の過年度分を、地方自治法第２３６条第１項の規定により、消滅

時効の５年間が経過したことから不納欠損を行ったものでございます。 

 続きまして、決算書の７４、７５ページを御覧ください。 

 通知いたします。 

 ２０款諸収入、５項雑入、１目雑入、３節民生費雑入、不納欠損額８６万５,５

３０円につきましては、公債権である生活保護法第６３条による返還金２件、８万

６,９９０円及び生活保護法第７８条による返還金１件、７７万８,５４０円の計３

件の過年度分を、地方自治法第２３６条第１項の規定により、消滅時効の５年間が

経過したことから不納欠損を行ったものでございます。 

 続きまして、歳出でございます。 

 決算書の１５０、１５１ページを御覧ください。 

 通知いたします。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費でございます。予算現額９億

２,０６２万６,０００円に対し、支出済額は９億１,４３５万５,６８８円で、不用

額は６２７万３１２円でございます。 

 不用額の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１０節需用費２

１０万１,６５８円は、福祉保健センターの電気料金が原油価格の低減及び空調工

事に伴う機器停止により、見込みを下回ったことによるものでございます。 

 支出の主なものといたしましては、１０節需用費７９５万３４２円のうち、福祉

保健センターの電気代など光熱水費が５７８万５,５４９円でございます。 

 次に、１１節役務費４１４万７,９５９円は、福祉保健センターの浄化槽保守点
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検等手数料１５０万１,５００円が主なものでございます。 

 次に、１２節委託料７９５万７,８３９円は、自家用電気工作物保安業務委託料

３４万７,１６０円から、委託料の下から２番目の消防用設備等点検業務委託料３

８万５,０００円までは福祉保健センターの管理に係る業務委託料でございます。 

 一番下の設計業務委託料については、福祉保健センターの空調設備設計業務委託

料２６９万５,０００円でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、１４節工事請負費８,２７２万１,１００円は、福祉保健センターの空調設

備工事請負費でございます。 

 次に、１８節負担金、補助及び交付金５億４,６３９万７,９１６円は、紀北広域

連合負担金４億９,７６５万４,０００円、社会福祉協議会運営助成金４,７７９万

５,５７４円が主なものでございます。 

 次に、２目障害者福祉費でございます。予算現額８,５４６万６,０００円に対し、

支出済額は８,２７６万２,９９０円で、不用額は２７０万３,０１０円でございま

す。 

 不用額の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１９節扶助費２

３５万７,５８７円は、心身障害者医療費の助成件数が見込みを下回ったことによ

るものでございます。支出の主なものといたしましては、１９節扶助費７,５６３

万７,４１３円は、特別障害者手当等給付費１,０５７万３,３６０円、心身医療費

助成金６,５０６万４,０５３円が主なものでございます。 

 次に、３目自立支援給付事業でございます。予算現額４億２,６３３万１,０００

円に対し、支出済額は４億１,３１７万２,９７０円で、不用額は１,３１５万８,０

３０円でございます。 

 不用額の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１２節委託料２

９０万７,３８６円は、紀北地域障害者相談支援センター事業の人件費が減少した

こと、１９節扶助費９５７万１,５６４円は、生活介護事業など各事業の利用者数

や利用日数が見込みを下回ったことなど、各事業の積み上げによるものでございま

す。支出の主なものといたしましては、１２節委託料２,１１９万４,６１４円は、

移動支援事業委託料１７６万２,２６０円、紀北地域障がい者相談支援センター事

業委託料１,８１２万１,５１９円が主なものでございます。 

 次ページを御覧ください。 

 １９節扶助費３億８,９４８万５,４３６円は、居宅介護事業費、日常生活用具給
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付事業費をはじめ、１６５ページまで、障がい者の生活を支え社会参加を促進する

事業費でございます。 

 １６４、１６５ページを御覧ください。 

 次に、４目老人福祉費でございます。予算現額１億１,４３１万２,０００円に対

し、支出済額は１億１,２６４万１,０１２円で、不用額は１６７万９８８円でござ

います。 

 支出の主なものといたしましては、１０節需用費１０９万６,９８４円のうち、

修繕料８３万２,７００円は、輪内高齢者サービスセンターの自動ドアや聖光園の

居室入り口扉等の修繕料でございます。 

 次に、１２節委託料８,８５７万９,５６１円は、緊急通報システム管理委託料３

９１万３,９１０円と、次ページを御覧ください。養護老人ホーム聖光園指定管理

料８,１３５万２,４５１円でございます。 

 次に、１４節工事請負費１,１８６万９,０００円は、養護老人ホーム聖光園の共

用スペースと居室の空調設備を取り替えたものでございます。 

 次に、１８節負担金、補助及び交付金４１５万４,７００円は、老人クラブ連合

会助成金、尾鷲市シルバー人材センター運営補助金でございます。 

 １９節扶助費６２７万９７９円は、老人福祉施設入所者措置費でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、６目子ども医療費でございます。予算現額２,９９９万３,０００円に対し、

支出済額は２,６６６万６,６６２円で、不用額は３３２万６,３３８円でございま

す。 

 不用額の主なものといたしましては、１９節扶助費３１３万７,８６５円は、子

ども医療費の助成件数が見込みを下回ったことによるものでございます。 

 １９節扶助費２,６３６万７,１３５円は、子ども医療費助成金２,６３６万７,１

３５円で、対象者が１,３１３人、助成件数は１万２,８２２件でございます。 

 次に、７目介護保険費でございます。予算現額６,２４４万９,０００円に対し、

支出済額は４,９３４万６,６８５円で、不用額は１,３１０万２,３１５円でござい

ます。 

 不用額の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１２節委託料１,

１０３万５,３３２円は、新型コロナウイルス感染症の影響により介護予防教室の

中止が相次いだことなどにより、事業費が見込みを下回ったことによるものでござ

います。 
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 支出の主なものといたしましては、１２節委託料３,１５１万５,６６８円は、任

意事業委託料２３０万４,９３９円で、食の自立支援事業として、高齢者の安否確

認を兼ねた配食サービスを市内５業者に委託しているもので、一般介護予防事業委

託料１,１８０万円は、社会福祉法人長茂会ほか市内４事業所と委託契約を結び、

一般介護予防事業を実施したものでございます。地域ケア会議推進事業委託料１万

７,７１２円、認知症総合支援事業委託料６７３万８,５２４円、生活支援体制整備

事業委託料１,０６５万４,４９３円につきましては、地域における支援体制の検討

や専門職による認知症サポート、また、生活支援コーディネーターによる地域ごと

の支援活動を社会福祉協議会に委託し実施したものでございます。 

 次に、１９節扶助費３４８万２,０００円は、要介護度４及び５の高齢者を在宅

で介護している家族に対し、紙おむつ等の購入券を交付する介護用品給付費でござ

います。 

 次に、２２節償還金、利子及び割引料９３９万４,３５３円は、地域支援事業

（総合事業）に係る前年度精算金でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、９目生活困窮者自立支援事業費でございます。予算現額１,０７３万５,０

００円に対し、支出済額は８６１万４,４２２円で、不用額は２１２万５７８円で

ございます。 

 支出の主なものといたしましては、１２節委託料８１４万８,８２２円は、生活

困窮者自立支援事業委託料７９５万１,１５１円でございます。 

 次に、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費でございます。予算現額５,０６４

万６,０００円に対し、支出済額は４,９０１万９,４３６円で、不用額は１６２万

６,５６４円でございます。 

 支出の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１２節委託料１,

４２７万５,４９９円は、市内２か所で開設している放課後児童クラブ運営委託料

でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金１２１万３,５７８円は、次ページにかけて、新

型コロナウイルス感染拡大防止対策のためのマスク、体温計などの物品購入等に係

る放課後児童クラブに対する補助金でございます。 

 １９節扶助費１２８万７,０００円は、多子世帯支給給付金でございます。 

 次に、２目児童措置費でございます。予算現額７億５,３２８万１,０００円に対

し、支出済額は７億４,９８２万７８２円で、不用額は３４６万２１８円でござい
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ます。 

 不用額の主なものにつきましては、次ページを御覧ください。１８節負担金、補

助及び交付金１００万８,８５５円は、次ページを御覧ください。新型コロナウイ

ルス感染症感染拡大防止対策事業補助金が見込みを下回ったこと及び１９節扶助費

１６１万６４０円は、保育所入所児童が見込みを下回ったこと、また、母子生活支

援施設入所措置対象者がいなかったことによるものでございます。 

 １７６、１７７ページにお戻りください。 

 支出の主なものといたしましては、１２節委託料１,３３７万３,９９９円のうち、

地域子育て支援センター事業委託料８１５万１,９９９円は、尾鷲民生事業協会に

委託し、尾鷲第二保育園に併設するちびっこひろばに未就学児の親子延べ１,１５

５組が参加したことによるものでございます。 

 一時預かり保育事業委託料２９６万７,０００円は、尾鷲民生事業協会に委託し、

未就学児延べ５０名が利用したことによるものでございます。 

 次ページを御覧ください。 

 子ども・子育て支援システム改修業務委託料２２５万５,０００円は、子育て世

帯への臨時特別給付金給付事業に伴うシステム改修業務委託料でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金１億１,９２７万８,１４５円は、認可保育所に対

する助成金、延長保育、障がい児保育等の各補助金と、次ページを御覧ください。

子育て世帯への臨時特別給付金や新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策事業

などのコロナウイルス対策に関する子育て世帯への経済支援や、各保育園への感染

症対策などの事業費でございます。 

 １９節扶助費６億１,３３０万９,３６０円は、保育所運営費４億４,７２２万４,

３６０円、児童手当１億６,６０８万５,０００円でございます。 

 次に、３目母子福祉費でございます。予算現額１億４,７３５万９,０００円に対

し、支出済額は１億２,８０６万４,７０３円で、不用額は１,９２９万４,２９７円

でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 不用額の主なものといたしましては、１８節負担金、補助及び交付金１,３３７

万４,９６０円は、高等職業訓練促進給付金等事業補助金の申込者が見込みを下回

ったこと及び一人親家庭等への臨時特別給付金給付件数が見込みを下回ったことに

よるものでございます。 

 １９節扶助費５６７万１,３６５円は、一人親家庭等医療費助成件数及び児童扶
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養手当の対象者が見込みを下回ったことによるものでございます。 

 支出の主なものといたしましては、１８節負担金、補助及び交付金３,３７４万

５,０４０円は、一人親世帯臨時特別給付金３,０４７万円でございます。 

 次に、１９節扶助費９,０４６万２,６３５円は、一人親家庭等医療助成金が、対

象となる保護者１６８人、子供２５４人に対し１,０８１万７,９３５円を、児童扶

養手当は、対象となる独り親１６０人に７,９６２万１,３９０円を支給したもので

ございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、３項生活保護費、１目生活保護総務費でございます。予算現額２,５１９

万７,０００円に対し、支出済額は２,４９２万１,９６６円で、不用額は２７万５,

０３４円でございます。 

 支出の主なものといたしましては、１２節委託料５６０万２,９５０円は、被保

護者就労支援事業委託料４６４万３,７５０円でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、２目扶助費でございます。予算現額３億５,３２４万１,０００円に対し、

支出済額は３億９３０万６,９７３円で、不用額は４,３９３万４,０２７円でござ

います。 

 不用額の主なものといたしましては、１９節扶助費４,３７６万４,３９３円は、

生活保護医療扶助費が見込みを下回ったことなどによるものでございます。 

 １９節扶助費３億５８２万５,６０７円は、生活保護の被保護世帯に対し、国の

定める基準に従い各種扶助費を支給したもので、令和２年度の被保護世帯数は１６

６世帯、被保護者数は１９１人でございます。 

 ２２節償還金、利子及び割引料３４８万１,３６６円は、前年度の生活保護費精

算金でございます。 

 次に、３目生活保護施設事務費でございます。予算現額４１５万８,０００円に

対し、支出済額は３９０万７,３４５円で、不用額は２５万６５５円でございます。 

 １８節負担金、補助及び交付金３９０万７,３４５円は、救護施設委託事務費負

担金でございます。 

 次に、４項地方改善事業費、１目地方改善事業費でございます。予算現額１,３

８４万円に対し、支出済額は１,３５４万１,１３５円で、不用額は２９万８,８６

５円でございます。 

 本事業は、林町会館の運営に関するもので、支出の主なものといたしましては、
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次ページを御覧ください。７節報償費５２万円は、林町会館で開催している各種講

座の講師謝礼でございます。 

 次ページを御覧ください。 

 次に、４款衛生費、１項保健費、１目保健総務費でございます。予算現額７,３

２０万１,０００円に対し、支出済額は７,２５１万３,５５６円で、不用額は６８

万７,４４４円でございます。 

 支出の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１２節委託料３１

９万８,０７６円のうち、３１９万８,０００円は、一次救急医療体制事業を紀北医

師会に委託したものでございます。 

 次に、１８節負担金、補助及び交付金３,５９２万６,３８２円のうち、主なもの

といたしましては、上から４段目の病院群輪番制病院運営事業補助金として尾鷲総

合病院に３,３３２万円を、地域医療助成金として２２５万円を紀北医師会及び尾

鷲歯科医師会に助成したものでございます。 

 次に、１９節扶助費２０万１,７１４円は、未熟児養育医療費助成金として、１

名に対する医療費助成を行ったものでございます。 

 次に、２目予防費でございます。予算現額７,４５７万４,０００円に対し、支出

済額は５,２１８万６,８２０円で、不用額は９０１万７,１８０円でございます。 

 不用額の主なものといたしましては、１０節需用費１１８万２,２１９円で、新

型コロナウイルスワクチン接種体制整備に係る消耗品費が見込みを下回ったことに

よるものでございます。 

 次ページを御覧ください。 

 １１節役務費１６７万９８４円で、新型コロナウイルスの国のワクチンの供給の

都合により接種の開始が遅れたため、令和２年度発送予定であった接種券が、令和

３年度以降の発送となったことによるものでございます。 

 １２節委託料５９３万７,３６７円は、各種予防接種が見込みを下回ったこと及

び新型コロナウイルスの国のワクチン供給の都合により接種の開始が遅れたため、

令和２年度の執行が不要となったことによるものでございます。 

 支出の主なものといたしましては、１２節委託料４,３７５万６,６３３円のうち、

各種予防接種委託料４,１１４万９,６３３円でございます。 

 次に、３目保健事業普及費でございます。予算現額３,４２２万円に対し、支出

済額は２,９３４万５,８８５円で、不用額は４８７万４,１１５円でございます。 

 不用額の主なものといたしましては、次ページを御覧ください。１２節委託料３
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３５万９,９１９円は、各種がん検診及び妊婦健診等の受診者が見込みを下回った

ことによるものでございます。 

 支出の主のものといたしましては、１０節需用費１０９万３,７３５円は、各健

康教室等に係る消耗品費等でございます。 

 １２節委託料２,６５２万５,０８１円のうち、健康診査等委託料１,７６４万９

８９円は尾鷲総合病院、紀州ヘルスクリニック、三重県健康管理センター及び紀北

医師会に、妊婦健診等委託料８２６万３,１５７円は三重県医師会に、歯科保健事

業委託料６２万９３５円は尾鷲歯科医師会等に委託して実施したものでございます。 

 以上が福祉保健課に関する決算の説明でございます。よろしく御審議いただき、

御承認賜りますようよろしくお願いいたします。 

○南委員長  課長、ちょっと主だった主要施策の実績報告書のほうも、若干説明

してもろうたほうがええんと違うんかいね。ちょっと早足で説明してもらったもの

で。 

○山口福祉保健課長  では、主要施策の成果及び実績報告の中で、４０ページに

当たります地域支援事業（包括的支援事業）について御説明いたします。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  それでは、主要施策の成果及び実績報告書４０ペ

ージの地域支援事業（包括的支援事業）について御説明いたします。 

 本事業は、高齢者が要介護状態になることを予防するとともに、社会に参加しつ

つ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的と

する地域支援事業のうち、地域のケアマネジメントを総合的に行う包括的支援事業

について記載させていただいております。 

 事業の内容としましては、地域ケア会議推進事業、認知症総合支援事業、生活支

援体制整備事業の三つの事業から構成されており、社会福祉協議会に委託しており

ます。 

 まず、地域ケア会議推進事業につきましては、尾鷲市における地域包括ケア体制

の構築を図ることを目的としまして、１８名の多職種の委員から構成される会議を

開催し、地域が抱える問題の把握や、共有化を通じて連携の強化を図るものであり

ます。昨年度は新型コロナの影響もあり、全体会及び部会の開催は見送りましたが、

個別ケースの検討会議である地域ケア会議を５回開催し、支援につなげております。 

 認知症総合支援事業につきましては、認知症になっても住み慣れた地域で安心し

て生活していただくことを目的としまして、認知症の方や御家族への効果的な支援

体制の強化を図るものであります。 
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 この中でも医師を中心とした８名の専門職から成る認知症初期集中支援チームに

つきましては、困難事例に対しまして、様々な職種から専門的なアプローチを行い、

集中的、包括的に関与することで、在宅生活を継続できるよう取り組むものであり

ます。昨年度は６ケースにつきまして、チーム員や各機関の連携により、医療や介

護サービスに効果的につなげることができております。 

 そのほか、認知症地域支援推進員の養成などを行うことで、認知症に対する正し

い知識の普及も行っております。 

 生活支援体制整備事業につきましては、住民の方などをはじめとする地域の様々

な主体が連携を強め、高齢者の生活支援を行う仕組みづくりを構築するものであり

ます。事業を実施するに当たりましては、尾鷲市社会福祉協議会に生活支援コーデ

ィネーターを２名配置し、相談に対する対応やアセスメント、通いの場づくりやボ

ランティアの育成を進めております。 

 また、買物支援につきましては、法的な問題をクリアし、地区の合意形成を図り

ながら現在進めております。昨年度は、移動支援の実証実験を輪内地区で実施いた

しました。これは社協が主導の下、地元のボランティアの方がスーパーでの買物の

付添いですとか、家まで荷物を持ってあげたりですとか、そういったボランティア

の方が無理のない範囲で参加できるよう、サービスを組み立てております。 

 また、市や社会福祉協議会、さらには地域住民で構成する１５名から成る協議会

を形成し、地域支え合い応援隊として、関係者のネットワークの構築や、本市の課

題の抽出、検討を行いました。 

 事業費につきましては、三つの事業の合計額が１,７４１万７２９円であり、財

源は全額、地域支援事業受託事業収入でございます。 

 以上でございます。 

○南委員長  ありがとうございます。 

○福山福祉保健課長補佐兼係長  続きまして、次ページの４１ページの主要施策

の成果及び実績報告の、生活困窮者自立支援事業について御説明申し上げます。 

 対象といたしまして、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することがで

きなくなるおそれのある者ということで、生活困窮をしている者で、目的といたし

まして、生活困窮者が抱える多様で複合的な相談に応じ、必要な情報提供及び助言

を行うこととともに、生活困窮者の様々な支援を一体的かつ計画的に行うことによ

り、自立の促進を図ってまいっております。 

 事業の内容といたしまして、生活困窮者自立支援事業のうち、必須事業である自
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立支援事業及び住宅確保給付金事業、任意事業である家計相談支援事業を実施いた

しました。実施成果といたしまして、①の自立相談支援事業としまして、相談件数

が１,２０５件、実の相談件数が１３５件、支援計画策定件数が３５件となってお

ります。 

 続きまして、②の住宅確保給付金事業としまして、給付件数が２件でございまし

た。 

 ③の家計相談支援事業につきましては、相談件数が１０１件で、支援計画策定件

数が１３件です。 

 中でも、今年度は新型コロナウイルスの影響により、相談件数は昨年度に比べ約

１.９倍、実相談件数は約２倍に増加しました。それに伴い、支援計画策定数も約

１.２倍に増加をいたしました。支援の結果、家計の改善、債務の整理、勤労収入

の増加などの成果を出すとともに、他制度、他機関へのつなぎも効果的に行えてい

ると考えております。生活困窮者に限らず、生活に困った方の最初の相談窓口とし

ての役割を担っている事業と考えております。 

 以上でございます。 

○南委員長  ありがとう。また質問の中であったら説明をお願いいたしたいと思

います。 

 以上が福祉保健課の歳入歳出の決算認定の説明でございます。 

 御質疑のある方。 

○濵中委員  決算主要説明書の３７、３８ページ、送りますね。 

 不用額の中の介護保険費なんですけれども、額的にはそんなに大きいものではな

いんですけれども、不用率が９３.７％という報償費の部分と、その下の約２５％

の委託料の中の、介護予防教室の中止についてお尋ねしたいと思います。 

 ほとんどの事業不執行というものが、昨年度は新型コロナの影響によりというも

のばかりなので、事業が見送られたことに関しては理解するんですけれども、この

介護予防の事業に関しましては、受け手側がいらっしゃる事業ですので、介護予防

というところで、結構高齢者の方には重要な部分であると思うところが、コロナの

影響を懸念しての中止は理解してでも、何か工夫ができなかったかなと思うところ

なんですね。 

 例えば、今ワンセグでやってくれている谷川原さんのあたりの健康運動なんかは、

結構高齢者の方たちが楽しみにしながら体操しているんですよという声を聞いたり

するんです。そういった形で、自宅にいながら介護予防の講演があったりとか、そ



－４２－ 

ういう実際の体操があったりとか、いろんなお伝えする場として生かせられる格好

を考えることができなかったかなという気がします。 

 それと、この委託料に関しましても、やはり委託先でこれを活動費としている団

体なんかもいらっしゃると思うんですね。そういった辺りの工夫は、今年度にはど

ういうふうにして生かされているのかなというのと、計画などあればお聞かせいた

だきたいと思います。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  確かに一般介護予防事業、介護予防教室につきま

しては、コロナの影響を受けまして開催回数をかなり削減しております。これにつ

きまして、介護予防教室に通われている方が、通うことが習慣化していますので、

この習慣化をいかにつなげていくか、切れさせないかということで、ちょっと我々

も考えまして、そこに介護保険事業費補助金、通いの場の活動自粛下における介護

予防の広報という、補助金の３分の２の補助というのがありまして、３分の１をコ

ロナの地方創生の交付金を使いまして、閉じ籠もり等があったり、生活不活発とい

うのを予防するために、在宅フレイル予防のＶＴＲ作成事業というものを実施しま

した。 

 これは９月から約半年間、ＺＴＶさんに委託しまして番組を制作しました。半年

間で１０番組を順番に流すという形なんですけれども、中身としましては、介護予

防、体操だけではなくて、栄養の改善であったり、認知症の予防であったり、例え

ば家でだけじゃなくて、ちょっと外へ出て歩いていただくとか、そういった番組構

成にして、見ていただく方の興味を引くような内容にさせていただきました。それ

と併せてワンセグでのおわせ元気体操というのも併せて行いました。非常に御好評

いただきまして、こういった取組は今後も実施したいというふうに考えています。 

 ワンセグ放送につきましては、また１０月に入ってから新たな番組を作りまして、

これ、ＺＴＶでもそうなんですけれども、職員が事業所の協力を得て、考えて組み

立てたものですので、そういった流れを、今後、一般介護予防教室にお願いしてい

る事業者さんと協力しながら内容を考えて、ワンセグであったりいろんな広報を通

じて、自粛しても家で取り組んでいただけるような意識づけというのを今後も引き

続きやっていきたいというふうに考えています。 

○濵中委員  ここの費用の中にそれが反映されていないのでちょっと分かりにく

かったかなと思うのはあるんですけれども、リモート会議とは違って双方向ではな

いものですから、ＺＴＶにしてもワンセグにしても一方向なものですから、昨年度

の成果として、どれぐらいの方たちに見ていただいたのか、生かしていただいてい
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るのかという後追いのアンケートなんかも含めて成果を一度確認していただければ

なと思うんですけど、それは昨年の分は、成果確認はされておりますか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  今現在まだ実施はしていないんですけれども、介

護予防教室で、職員が出向いて、昨年の視聴状況、聞き取りであったり、ＺＴＶさ

んに確認するとちょっと視聴率というのは取れなかったものですから、皆さんにち

ょっと口頭で聞きながら、どういった感想を持っておられるかというのはちょっと

把握しながら、今後の番組制作に生かしたいなというふうには考えています。 

○濵中委員  フレイル予防にしても介護予防全般にしても、やはり一番最初のと

ころでの成果が重要なのかなという気はしますので、その辺り、どれぐらいの反応

があるのかというのは確認しながら、効果のある方向でぜひお願いしたいと思いま

す。 

○小川委員  実績報告書の４１ページ、二つほど聞かせていただきます。 

 コロナウイルスの影響で、結構１.９倍とか２倍に増加して、相談件数が増えた

と書いてありますけど、小口貸付けが結構あったみたいなんですけど、市のほうで

は小口貸付けは把握していないですか、何件ぐらいあったか、まず。 

○福山福祉保健課長補佐兼係長  社協からいただいたデータで、生活福祉資金の

貸付件数は、令和２年度で６６件でした。 

○小川委員  結構貸付件数、忙しかったみたいなんですけど、それに比べて住宅

確保給付金、２件しかなかったんですか。どうもこれ、周知が足りなかったという

わけはないですか。 

○福山福祉保健課長補佐兼係長  いろいろ自立支援機関の中で相談する中で、当

然、住宅確保給付金についてもいろいろ御相談されたんですけれども、住宅確保給

付金につきましては、いろいろ条件が、資産要件ですとか収入要件ですとか、いろ

んな条件を満たすことが条件になってきますもので、なかなか借入れする世帯とい

うのが、尾鷲市の場合、それほどなかったということでございます。 

○小川委員  この住宅確保給付金が難しかったので、小口貸付けのほうへたくさ

ん行ったというふうに理解すればいいですかね。 

 それと、その前のページの４０ページの地域支援事業。今、認知症サポーターっ

て何人ぐらいになったんですか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  現在２,５３６名の方がいらっしゃいます。 

○小川委員  目標は何人ぐらいですか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  目標というのはちょっと定めてはいないんですけ
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れども、昨年度、ここで養成講座をあまり執り行うことができなくて、人数を増や

すことができませんでした。ただ、年々１００人単位で増えて、今１００、２００、

それぐらい増えていますので、当面の目標は３,０００人、４,０００人というのを

目安にはしております。 

○小川委員  お伺いします。 

 この認知症サポーター２,５００人で、１万６,０００、１万７,０００人の市民

の中で２,５００人の認知症サポーターがいるんですけど、依然として認知症で行

方不明になる方、たまに出ますよね。まちに認知症サポーターの出られる方、出し

て、声かけ訓練みたいなの１回やってみたらどうかと思うんですけど、その点は計

画はあるんですか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  認知症サポーターさんにつきましては、参加いた

だいた方に、興味のある方にちょっと手を挙げていただいて、組織化というのを目

指しております。組織化をする段階で、そういった声かけの取組というのも実施し

ていきたいなというふうには考えていますけれども、ちょっと今、組織化につきま

しては、昨年度コロナの関係でそういった協議ができませんでしたものですから、

今後の課題としては考えております。 

○小川委員  最後にもう一点。 

 予算書の１７１ページ、成年後見人申立手数料１万３,５００円。これ、首長申

立ての部分だと思うんですけれども、成年後見人制度、本当にこれから大事になっ

てくると思うんですけど、福祉保健課としてどんな取組をされているのか、まず、

お聞かせください。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  成年後見につきまして、昨年度条例を策定しまし

て、協議会を今開いております。今月末に協議会を開く予定でございます。 

 今後、県内で幾つか出てきておるんですけれども、成年後見のサポートをする中

核機関の設置に向けて、今、家庭裁判所をオブザーバーに入れながら協議を進めて

おります。いろんな中核機関の形態というのがあるんですけれども、尾鷲市として

は、社協と尾鷲市で分担しながら、その機関の役割を担っていきたいなというふう

には考えております。その中で成年後見の普及活動であったり、手続のサポート、

こういったものを業務としては考えております。 

○小川委員  先ほど言われるように、サポートセンターみたいなのを社協かどこ

かにつくって、教育もやっていくというふうに捉えればよろしいですか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  役割をちょっと分担する方向で今考えておりまし
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て、実際、相談内容というのは専門職に係る部分がすごく多くなりますので、そう

すると社協さんの強みというのが出てきますので、その部分と、例えばですけれど

も、広報については、事務局的な役割は市で担う、相談業務につきましては社協が

担う、こういった形も考えられるのではないかなというふうには考えています。 

○小川委員  後見人の相談窓口というのも、これからやっていくというふうに捉

えればよろしいですか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  そのように理解いただいて結構です。 

○仲委員  お二人の関連で質問させていただきます。 

 決算書の１７１ページの介護保険の委託料と、実績報告４０ページかな。この委

託料については１,１０３万５,０００円。不用額が残っておるんですけど、個々に

当初予算と比較すると、一般介護予防事業委託料が当初だと８５７万３,０００円。

それから、認知症については１３２万円の残。生活支援についても７７万円という

ような計算ができるわけですけど。 

 決算主要説明書の３８ページに、委託料の中で、介護予防教室の中止が相次ぎ、

委託料が見込みを下回ったこと、これは事実でしょう、及び委託先人件費の減額等

によりと書いておるんですけど、この一般介護予防事業委託と、特に生活支援につ

いては、やはり人件費の減額ということでしょうか。 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  人件費につきましては、特に生活支援体制整備事

業につきまして、コーディネーターを２名配置しておるんですけれども、この部分

について、社協さん内での人事異動があったことに伴う減額になります。 

（発言する者あり） 

○川嶋福祉保健課主幹兼係長  そうですね、すみません、ちょっと書き方に問題

があったのですが、一般介護につきましては、事業所さんには１回２万円という委

託料を支払う形ですので、ここには人件費というのは特に関係ない部分ではござい

ます。 

○仲委員  一般介護については、特に回数で委託されるという理解でよろしいね。 

 もう一つ、１７３ページの委託料のほうですけど、生活困窮者。実績報告の４１

ページと見比べておるんですけど、主要説明の３８ページに、これが、先ほど困窮

者の委託料で、不用額の生じた主な理由で、感染症の影響に伴う生活困窮者自立支

援事業の利用者が見込みを下回ったためと書いておるんやけど、実績報告は、逆に

増えておるんやけど、これ、何かほかに理由がありますか。やっぱりこれ、人件費

かい。 
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○福山福祉保健課長補佐兼係長  その不用額について説明いたします。 

 生活困窮者自立支援事業につきましては、当初予算額で４７１万９,０００円を

計上しておりまして、契約価格が４７１万８,８５０円で、昨年の６月ぐらいに相

談件数が急増したことから、補正予算ということで１２２万８,０００円を計上さ

せていただきました。そういうことで、自立支援機関の職員の、主に超過、勤務時

間外手当の部分を計上しておったんですけれども、下期において、緊急事態宣言等

の外出自粛等の影響のため、やや相談件数が落ち着いてきたために、人件費相当分

が余ってきまして、不用額として、その部分で１０８万２,１７８円が発生したと

いうことでございます。 

○仲委員  最後に。 

 今の理由でよく分かったけど、勤務時間外ということで、委託先の人件費の操作

とかいろいろあると思うんやけど、委託先の経営に与えるようなことの減額ではな

いということですね。了解しました。 

○南委員長  よろしいですか。 

 他にございませんか。 

○中村委員  今の皆さんと一緒なんですけれども、今言われたことの、この実績

報告書の中で、事業成果という欄に、きっとほかの今の委員の皆さん、聞かれたこ

とが書かれているべきじゃないかと思うんですけれども。何かこれ、見せていただ

くと、ここは実施報告、何々したよの報告があって、事業成果というのは、どのよ

うな成果が出たのかを書くところであって、結果、事業報告の報告やったらちょっ

と違うんじゃないか。そうやから、今きっと、それで皆さんが聞かれたんじゃない

かなと思うので、すみません、次回からはこの書き方の内容をちょっと精査してい

ただければありがたいと思います。 

 以上です。 

○山口福祉保健課長  今言われた事業成果につきましては、結果、回数等だけを

記載しておるものが多々あるかと思います。言葉で、回数だけではなくて、実際ど

のような効果が生まれたのかというところまで踏み込んで、ちょっと次回には記載

していきたいと考えております。 

○南委員長  よろしくお願いします。 

 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○南委員長  ないようでしたら、これで福祉保健課の審査を終了いたします。 
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 本日の予定が福祉までということでございましたんですけれども、皆様の協力で

早く終わったということで、今日はこれにて行政常任委員会を閉会いたします。 

 明日は環境、水産農林、商工観光、建設と４課を計画しておりますので、よろし

くお願いをいたします。 

 本日は御苦労さまでございました。ありがとうございました。 

（午後 １時４８分 閉会） 


